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１．2026年12月期第１四半期の連結業績（2026年１月１日～2026年３月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年12月期第１四半期 7,944 2.2 2,100 △9.0 2,136 △8.0 1,391 －

2025年12月期第１四半期 7,775 11.6 2,307 11.1 2,321 12.2 79 △94.7
(注)包括利益 2026年12月期第１四半期 1,459百万円( －％) 2025年12月期第１四半期 71百万円(△95.4％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年12月期第１四半期 15.31 15.11

2025年12月期第１四半期 0.85 0.84

（注）当社は、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ
れたと仮定して、「１株当たり四半期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」を算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年12月期第１四半期 31,350 25,352 78.2

2025年12月期 34,493 25,788 72.4
(参考) 自己資本 2026年12月期第１四半期 24,500百万円 2025年12月期 24,968百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年12月期 － 42.00 － 43.00 85.00

2026年12月期 －

2026年12月期(予想) 24.00 － 24.00 48.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

（注）当社は、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。2025年12月期年間配当金は、当該株式分割前
の金額であります。株式分割を考慮しますと、2025年12月期の１株当たり年間配当金は42円50銭となります。

３．2026年12月期の連結業績予想（2026年１月１日～2026年12月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 17,500 9.1 4,700 0.3 4,700 0.2 3,150 90.7 34.66

通期 37,000 11.0 9,100 3.3 9,100 2.9 6,550 0.4 72.07
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

（注）当社は、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。連結業績予想の「１株当たり当期純利益」に
つきましては、当該株式分割後の発行済株式数（自己株式数を除く）により算定しております。



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年12月期１Ｑ 100,000,000株 2025年12月期 100,000,000株

② 期末自己株式数 2026年12月期１Ｑ 9,102,018株 2025年12月期 9,115,180株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年12月期１Ｑ 90,887,845株 2025年12月期１Ｑ 92,720,314株

（注）当社は、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ
れたと仮定して、発行済株式数（普通株式）を算定しております。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたって

の注意事項等については、【添付資料】Ｐ.３「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧くださ

い。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間における経済環境は、２月末以降の中東情勢の緊迫化を受けた原油価格の高騰に伴い、

エネルギー価格が上昇いたしました。これにより輸送コストが増大し、消費財価格を押し上げ、インフレ懸念が再燃

するなど先行き不透明な状況となっております。日本経済においては、大企業を中心に個人消費の持ち直しや人手不

足を背景とした省人化やソフトウェアへの設備投資が高い水準であり、概ね堅調に推移いたしました。しかし、中小

企業においては、原材料やエネルギー価格、人件費の上昇を十分に販売価格へ転嫁できていない実態があり、また人

材を確保するだけの賃上げ原資が確保できず、人手不足が常態化するなど、依然として厳しい状況が続いておりま

す。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、2026年１月に、サプライチェーンコンサルティングにおけ

る荷主企業へのＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）支援体制を飛躍的に強化することを目的として、物流改善

やセンター構築支援において高度な専門ノウハウと高い実績を有する株式会社ロジクリエイトがグループインいたし

ました。

なお、当第１四半期連結会計期間より、当社グループの報告セグメントを単一セグメントに変更したため、セグメ

ント別の記載を省略しております。詳細は「２. 四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関す

る注記事項（セグメント情報等の注記）」に記載のとおりであります。

売上高につきましては、月次支援コンサルティングは契約単価の上昇及び顧客数の伸びによって２桁成長となり、

経営研究会も経営研究会会員数の伸びに伴って増収となり順調に業績を伸ばしております。物流ＢＰＯにつきまして

は、政策的に売上を縮小させていることもあり減収となりました。

利益面につきましては、今後の事業拡大のための積極的な人的資本投資、Ｍ＆Ａ投資、オフィス投資を行っており

ますが、それら先行投資による費用を売上高の増収分で吸収するには至らず、営業利益、経常利益ともに減益となっ

ております。

その結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの経営成績は、売上高7,944百万円（前年同四半期比

2.2％増加）、営業利益2,100百万円（同9.0％減少）、経常利益2,136百万円（同8.0％減少）、親会社株主に帰属する

四半期純利益1,391百万円（同1,658.8％増加）と過去最高の業績を達成することができました。

（単位：千円）

売上高内訳
前第１四半期連結累計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年１月１日
至 2026年３月31日)

増減率（％）

月次支援 4,191,104 4,620,631 ＋10.2

プロジェクト 636,105 657,948 ＋3.4

Ｍ＆Ａ 273,321 237,959 △12.9

経営研究会会費 753,427 810,781 ＋7.6

広告運用 642,424 650,856 ＋1.3

物流ＢＰＯ 873,896 610,335 △30.2

その他 405,165 356,259 △12.1

合計 7,775,446 7,944,772 ＋2.2
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（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

（資産の部）

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて3,142百万円減少し、31,350百万円

となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて3,337百万円減少し、17,373百万円となりました。これは主に現金及び預

金、有価証券の減少によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて194百万円増加し、13,976百万円となりました。これは主に建物及び構築

物（純額）、長期預金の増加、建設仮勘定の減少によるものであります。

（負債の部）

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて2,707百万円減少し、5,997百万円

となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べて2,761百万円減少し、5,753百万円となりました。これは主に賞与引当金

の増加、未払法人税等、未払金及びその他に含まれる預り金の減少によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて54百万円増加し、244百万円となりました。これは主に繰延税金負債の増

加によるものであります。

（純資産の部）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて435百万円減少し、25,352百万円

となりました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益の増加、剰余金処分による利益剰余金の減少による

ものであります。

（自己資本比率）

当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は、前連結会計年度末に比べて5.8ポイント増加し、78.2％と

なりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社グループは、2026年２月６日に公表した「中期経営計画(2026年～2028年)」の初年度をスタートいたしまし

た。当期間におきまして、中小企業コンサルティングに加え、国策を追い風に市場拡大する「中堅企業コンサルティ

ング」及び「中堅企業化コンサルティング」のリーディングカンパニーを目指すとともに、グローバルプラットフォ

ーマーと連携したAX（AIトランスフォーメーション）・DXコンサルティングを強力に推進してまいります。また、こ

れらの取り組みを通じグループ内のアライアンス力を高めながら、顧客企業の経営者ニーズをとらえ、時流に即した

経営コンサルティングサービスを提供してまいります。

なお、通期の連結業績予想につきましては、売上高37,000百万円、営業利益9,100百万円、経常利益9,100百万円、

親会社株主に帰属する当期純利益6,550百万円を見込んでおります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,463,488 11,579,716

受取手形、売掛金及び契約資産 4,732,917 4,696,047

有価証券 2,895,868 200,088

仕掛品 205,876 252,523

原材料及び貯蔵品 10,691 9,392

その他 618,971 846,632

貸倒引当金 △216,699 △210,552

流動資産合計 20,711,113 17,373,848

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 825,618 1,661,825

土地 252,840 -

建設仮勘定 1,301,982 -

その他（純額） 288,199 592,957

有形固定資産合計 2,668,642 2,254,782

無形固定資産

ソフトウエア 451,163 470,357

のれん 1,125,370 1,298,993

その他 111,811 114,957

無形固定資産合計 1,688,345 1,884,308

投資その他の資産

投資有価証券 3,180,860 3,449,409

退職給付に係る資産 706,284 713,808

長期預金 2,600,000 3,200,000

差入保証金 2,482,012 1,966,894

その他 460,826 521,063

貸倒引当金 △4,828 △13,622

投資その他の資産合計 9,425,154 9,837,553

固定資産合計 13,782,141 13,976,643

資産合計 34,493,255 31,350,491
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 472,567 456,732

短期借入金 250,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 9,996 9,996

未払金 3,104,729 2,350,894

未払法人税等 2,145,771 710,067

賞与引当金 - 449,154

その他 2,531,906 1,576,597

流動負債合計 8,514,970 5,753,441

固定負債

長期借入金 25,010 39,556

退職給付に係る負債 47,623 48,174

繰延税金負債 50,495 93,893

その他 66,939 62,696

固定負債合計 190,069 244,319

負債合計 8,705,040 5,997,761

純資産の部

株主資本

資本金 3,125,231 3,125,231

資本剰余金 2,946,634 2,947,820

利益剰余金 28,220,914 27,657,822

自己株式 △9,613,558 △9,599,687

株主資本合計 24,679,221 24,131,187

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 230,519 306,265

為替換算調整勘定 28,681 31,327

退職給付に係る調整累計額 30,541 32,000

その他の包括利益累計額合計 289,742 369,593

新株予約権 800,668 845,907

非支配株主持分 18,582 6,041

純資産合計 25,788,215 25,352,730

負債純資産合計 34,493,255 31,350,491
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年１月１日
至 2025年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年１月１日
至 2026年３月31日)

売上高 7,775,446 7,944,772

売上原価 4,596,829 4,558,998

売上総利益 3,178,616 3,385,773

販売費及び一般管理費 871,054 1,285,677

営業利益 2,307,561 2,100,095

営業外収益

受取利息 6,872 26,154

受取配当金 234 0

投資有価証券売却益 7,208 391

投資有価証券評価益 3,273 2,451

受取保険金 - 28,085

その他 17,175 12,893

営業外収益合計 34,763 69,977

営業外費用

支払利息 1,376 2,188

投資有価証券評価損 2,046 9,110

投資事業組合管理費 6,645 6,438

情報セキュリティ対策費 1,161 8,354

その他 9,159 7,194

営業外費用合計 20,389 33,285

経常利益 2,321,935 2,136,788

特別損失

減損損失 2,155,860 -

固定資産除却損 0 -

事務所移転費用 23,186 138,760

特別損失合計 2,179,047 138,760

税金等調整前四半期純利益 142,888 1,998,028

法人税、住民税及び事業税 856,302 654,939

法人税等調整額 △797,476 △36,541

法人税等合計 58,826 618,397

四半期純利益 84,061 1,379,630

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

4,930 △12,166

親会社株主に帰属する四半期純利益 79,131 1,391,796
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年１月１日
至 2025年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年１月１日
至 2026年３月31日)

四半期純利益 84,061 1,379,630

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △20,794 75,746

為替換算調整勘定 △4,087 2,645

退職給付に係る調整額 12,160 1,459

その他の包括利益合計 △12,721 79,851

四半期包括利益 71,340 1,459,482

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 66,410 1,471,648

非支配株主に係る四半期包括利益 4,930 △12,166
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2025年１月１日 至 2025年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

「当第１四半期連結累計期間(報告セグメントの変更等に関する事項)」に記載のとおりであります。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2026年１月１日 至 2026年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当社グループは、「経営コンサルティング事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは、従来報告セグメントを「経営コンサルティング事業」、「ロジスティクス事業」、「デジタル

ソリューション事業」の３区分としておりましたが、当第１四半期連結会計期間から「経営コンサルティング事

業」の単一セグメントに変更しております。この変更は、近年の企業再編及び2026年～2028年中期経営計画におい

てロジスティクス事業、デジタルソリューション事業については、いずれもコンサルティング分野を中心に事業を

推進していくことを計画しているため、経営コンサルティング事業を含め、長期的にいずれも類似した業績の動向

を示すものと考えられることから、事業を集約することが当社グループの経営実態をより適切に反映するものと判

断したためであります。この変更により、前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間におけるセグ

メント情報の記載を省略しております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年１月１日
至 2026年３月31日)

減価償却費 89,011千円 129,570千円

のれんの償却額 27,168千円 89,871千円
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（重要な後発事象）

（当社の取締役、執行役員、子会社取締役及び子会社執行役員に対する株式報酬型ストックオプション割当）

当社は、2026年４月23日開催の取締役会において、当社の取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）、執行

役員、子会社取締役及び子会社執行役員に対するストックオプションとして発行する新株予約権の募集事項を決

定し、当該新株予約権を引き受ける者の募集をすること等につき決議し、2026年５月11日に発行いたしました。

新株予約権の数（個） 734 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 264,240 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 2026年５月12日～2056年５月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合

における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加

する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出さ

れる資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加

する資本準備金の額は、上記（1）記載の資本金等増加限度

額から上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議に

よる承認を要する。

(注)１ 各新株予約権の目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という）は、360株とする。

２ 2026年５月11日（以下、「割当日」という）後、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式

無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、次の算式によ

り付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率

また、割当日後、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

３ (1) １個の新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権者は、行使可能な期間内において、割当日において在任する当社または当社子会社の取

締役、監査役並びに執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」と

いう）以降、新株予約権を行使することができる。

(3) 前記(2)にかかわらず、新株予約権者は、行使可能な期間内において、以下の①または②に定める場

合（ただし、②については、組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決

定方針に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契

約若しくは株式移転計画において定められている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限

り新株予約権を行使できる。

① 新株予約権者が2055年５月11日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

2055年５月12日から2056年５月11日

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは

株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、取締

役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

(4) 上記(2)及び(3)①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

(5) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができない。
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３．その他

（１）受注及び販売の状況

①受注実績

当第１四半期連結累計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

経営コンサルティング事業 5,234,801 △7.0 9,640,433 +9.1

(注) １ 月次支援及びプロジェクト等のコンサルティング収入についてのみ記載しております。

２ 金額は販売価格で表示しております。

３ 当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を「経営コンサルティング事業」の単一セグメント

へ変更しております。なお、前年同期比については、変更後の区分方法に基づき算定しております。

②販売実績

当第１四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

経営コンサルティング事業 7,944,772 +2.2

(注) １ 販売実績は、外部顧客に対する売上高を表示しております。

２ 総販売実績に対して10％以上に該当する相手先はありません。

３ 当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を「経営コンサルティング事業」の単一セグメント

へ変更しております。なお、前年同期比については、変更後の区分方法に基づき算定しております。


